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事 業 報 告 

 

当財団は、住民の日常生活圏域である地域社会における各種の課題について、

基礎的総合的研究等を行うとともに、地域社会に関する施策を推進し、もって  

地域社会における住民の保健、医療及び福祉サービスの向上並びに文化の振興を

図り、地方自治の基盤の充実に寄与することを目的として設立され、社会情勢の

変化に対応しながら、地域社会のニーズに沿った事業を展開している。 

令和６年度は、栃木県が発売元として発行する「地域医療等振興自治宝くじ」

の収益金を主な財源とし、以下の事業を実施した。 

 

（１）調査研究事業（公益目的事業１） 

へき地など地域住民の疾病の特異性、病態生理とその原因等を明らかにし、

それに対する有効な対策について基礎的・総合的な調査研究を行うほか、  

同地域における高齢化、少子化の進展に対応した保健･医療･福祉に係る  

諸施策を支援するための調査研究を実施した。 

（２）研修事業（公益目的事業２） 

地域社会において保健・医療・福祉事業に携わる専門職員を対象とした  

最新の専門知識や技術の習得を図るための研修会及び地域住民や地域医療に

携わる方を対象とした健康や医療や福祉に関する意識向上のための研修会  

並びに地域医療が抱える様々な問題とその解決策を医療従事者等と地域住民

とともに考え討議するシンポジウムを行った。 

（３）交付金交付事業（公益目的事業３） 

地方公共団体等が行う「人口減少・少子高齢化の進展に対処するための施

策及び東京圏の人口集中を是正し、地方で安心して、子どもを生み育て、暮

らすことができる環境を確保するための施策」の実現に資する事業並びに学

校法人自治医科大学の教育・研究に欠くことのできない施設設備の整備を支

援するための交付金を交付した。  
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１ 調査研究事業（公益目的事業１） 

（１）調査研究 

当財団に設置する、地域社会健康科学研究所（６研究部門及び実験医学セン

ター並びにさいたま支所）において、以下の調査・研究を行った。また、研究

報告書を各都道府県に配付し、疫病予防、公衆衛生等に活用していただいた。 

① 環境医学研究部門 

地域における疾病の環境要因の解明に関する研究 

② 血液医学研究部門 

地域における疾病の特性と遺伝要因の解明に関する研究 

③ 保健科学研究部門 

地域特性を踏まえた予防医学事業の企画、推進に関する研究 

④ 健康福祉計画研究部門 

ア  地域医療における好発疾患や医療体制に関する研究 

イ 地域特性を踏まえた保健・医療・福祉施策の企画・実施方法に 

  関する調査研究 

ウ 地域における総合医と診療の在り方に関する研究 

⑤ 病態生理研究部門 

ア 病態検査、臨床生理等に関する基礎的・臨床的研究 

イ  悪性腫瘍の発生機序等に関する細胞病理学的研究 

⑥ 情報システム研究部門 

包括医療情報システムの開発に関する研究 

⑦ 実験医学センター 

疾患モデル動物の作成・維持・管理・評価のための支援システムの研究 

⑧ さいたま支所 

循環器疾患、消化器疾患、がん、救命救急医学、麻酔・集中治療等の先端 

基礎研究 
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（２）研究機器の整備 

公益財団法人ＪＫＡの補助（補助区分は、「医療機器の振興に資する事業に

関する補助金（難病及び希少難病に関する研究機器の整備（医療機器の   

整備））」)を受けて、地域社会健康科学研究所の調査・研究に必要な研究機

器の整備を行った。 

   整備機器名    32chMRI 対応脳波計セット 

研究テーマ    難病及び希少難病に関する研究   

研 究 目 的   本装置は、てんかん患者に対して EEG-fMRI 計測を行い

ながら、てんかんに起因する異常脳波と安静時脳活動を同時

に計測することができる。また、てんかん脳波を生み出す大

脳皮質領域を推定し、機能的ネットワークを担う脳領域の高

解像度の同定が期待できる。 

全国のてんかん専門医療施設のうち、EEG-fMRI 計測を

実施しているのは 5 施設のみであり、本機器を導入するこ

とによって、てんかんを主徴とする神経難病の病態解明、遺

伝子治療の効果発現機構の解明、睡眠や認知機能に関わる事

象関連電位の研究等、地域社会健康科学研究所が取り扱うこ

とができる基礎・臨床研究テーマの拡張も見込める。 

将来的には病的ネットワークを担う脳領域だけを抽出し、   

外科的介入により選択的に遮断をして、最低限の侵襲領域で

最大の治療効果を得るてんかん焦点部位の切除術の開発へ

の貢献を目指す。 

機器整備費   １，２５０万円（ＪＫＡ補助額５９９万円） 
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 ２ 研修事業（公益目的事業２） 

 

（１）中央研修会 

地域の保健・医療・福祉事業に携わる医師、看護師、医療技術者等を対象

に、当該分野の専門家を講師として、最新の医療情報の講義や技術の向上を

図るための演習等から構成される研修会を開催した。 

実施回数：１４回  参加者数：４３３名 

（２）現地研修会 

地方公共団体等が推進する健やかな地域社会づくりに寄与することを目的

として、地域の住民や保健・医療・福祉事業に携わる医師、看護師、医療技

術者等を対象に、全国各地の地方公共団体等が企画する健康や福祉に関する

テーマの研修を、当該団体と当財団とが共催で開催した。 

実施回数：１４回  参加者数：１，４９２名 

（３）健康福祉プランナー養成塾 

地域住民の社会福祉・介護サービスを実際に構想し、運営するコミュニティ・ 

リーダーを育成するため、地方公共団体等の健康福祉行政等の企画立案に携 

わる保健師、医師、事務職員等を対象に、それらの職種を横断するような研 

修を実施した。 

実施回数：１回（７月１１日～１５日） 参加者数：１８名  

（４）地域医療を守り育てる住民活動全国シンポジウム 

地域医療の問題の解決に必要な住民の主体的活動を高めるため、住民団体 

(住民グループ・ＮＰＯ法人等)が全国的な連携をとれるようなネットワーク 

 の形成及び持続的・発展的な地域医療支援活動の推進を目的としたシンポジ  

 ウムを実施した。 

実施回数：１回（１２月１４日） 参加数：４２名 
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No
R6年度
定員

R6年度
受講人数

R5年度
定員

R5年度
受講人数

R4年度
受講人数

1 第42回 診療放射線技師研修会 40 43 40 41 38

2 第42回 薬剤師研修会 60 60 60 63 49

3 第9回 栄養管理研修会 40 47 40 51 21

4 第49回 臨床検査技師研修会 80 79 50 51 50

5 第2回
看護補助者の活用推進のための
看護管理者研修会

30 30 30 41

6 第22回 健康企画・評価研修会 20 17 20 17 中止

7 第43回 保健活動研修会 30 10 30 8 中止

8 第2回
看護師特定行為研修修了者
スキルアップ研修会

30 4 30 7 中止

9 第42回 健康学習研修会 20 11 20 12 9

10 第20回 口腔ケア研修会 48 38 48 35 中止

11 第4回 災害保健研修会（看護専門研修会改め） 20 14 20 26 19

12 第24回 リハヒ゛リテーション研修会 40 20 40 25 中止

13 第47回 スタッフ育成・管理担当者研修会 40 48 40 36 35

14 第2回
チーム医療充実を目指した
メディカルプロフェッショナル研修会

30 12 48 16

計 528 433 516 429 221

ｵﾝﾗｲﾝ開催

※No.8　第2回看護師特定行為研修修了者スキルアップ研修会については、台風接近により直前キャンセルが

   発生したため受講生が4名となった。

【参考：地域別受講者数の割合】

中央研修会開催状況

研　修　会　名

北海道 1%

東北地方 13%

栃木県

24%

関東地方

32%

中部地方

12%

近畿地方

8%

中国・四国地方

8%

九州・沖縄地方

2%
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研　修　会　名

テ ー マ

あまみ療育ネットワーク研修会

僕の取り扱い説明書『障がいのある「僕」と里親との暮らし』

第12回つるカフェ市民講座

人生最終章の生き方・逝き方・寄り添い方

令和6年度高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及

事業　奈良県高次脳機能障害研修会

『高次脳機能障害　「見えない障害」を「見える障害」にしよう』しっか
り見たらきっと見えるはずの高次脳機能障害

令和6年度保育園職員研修

～保育士の資質の向上を目指して～

鳥取市立病院　第2回とことん学ぶ研修会

当院の心不全治療～「うちげの「心臓病サポートチーム」とは？～」

第14回大牟田市立病院周産期研修会

コロナ禍後の子どもの特徴と出産後からできる発達支援～継続支
援のために出産直後から就学前までにできる発達支援と多職種連
携を目指して～

令和6年度奈良県総合リハビリテーションセンター県民公開講座

「いきいきとあなたらしく生きる～リハビリステーションセンターが
目指すアプローチ～」

「和歌山県看護職対象　排泄ケアエコーセミナー」

病院、介護施設、訪問看護ステーションの看護職を対象とし、排泄
ケアに携帯型エコーを活用する手法を学ぶ

藤沢地域医療セミナー2024

みんなが楽しい地域包括医療・ケア

ティーチングポートフォリオステートメント作成講座

自らの活動を振り返り、改善するヒントを得る

川越市国民健康保険特定保健指導参加促進研修会

「対象になったら受けなきゃ損！特定保健指導!!

～今日からできる、生活習慣改善のワンポイント～」

ヒアリングフレイルと認知症

認知症になっても住みよい大和村

第2回こころとからだのセルフマネジメント研究会

不規則な労働と「こころ」と「からだ」の健康

思春期自殺予防研修会

10代の若者の自傷の理解と対応の原則

　 【参考】令和5年度開催状況　全9回開催（すべて対面開催） 886人

508
鹿児島県
奄美市

あまみ療育
ネットワーク

7月27日 65人

現地研修会開催状況

No 第〇回 開催地 主催者 開催日
受講者数

（名）
卒業生
関係

1

3 510
奈良県

田原本町

奈良県高次脳機
能障害支援セン

ター
9月14日 50人

2 509
栃木県
下野市

つるかめ
診療所

8月25日 321人

5 512
鳥取県
鳥取市

鳥取市立病院 10月12日 96人

4 511
埼玉県
朝霞市

朝霞市 10月1日 212人

7 514
奈良県

田原本町

奈良県総合リハ
ビリテーション

センター
10月19日 164人

6 513
福岡県

大牟田市
大牟田市立

病院
9月28日 53人

有

9 516
岩手県
一関市

一関市国民健康
保険藤沢病院

11月8日,9日 159人 有

8 515
和歌山県
紀美野町

紀美野町国民
健康保険

国吉診療所
10月19日 32人

11 518
埼玉県
川越市

川越市 1月31日 70人

10 517
熊本県
玉名市

九州看護
福祉大学

12月22日 14人

13 520
福岡県
宗像市

こころとからだの
セルフマネジメン

ト看護研究会
2月11日 38人

12 519
鹿児島県
大和村

大和村 2月9日 121人

合　　　　　　　　　　　　　　　　計
1,492人

（すべて対面開催）

14 521
佐賀県
唐津市

唐津保健福祉
事務所

2月12日 97人
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３ 交付金交付事業（公益目的事業３） 

 

地域医療等振興事業費交付金交付事業として、以下の事業を行った。 

 

（１）人生１００年時代づくり・地域創生ソフト事業交付金（１，１６６百万円） 

人生１００年時代づくり・地域創生ソフト事業に積極的に取り組んでいる 

都道府県及び市（区）町村等を支援するため、交付金を交付した。 

① 都道府県 

都道府県が主体となって行う事業、４７都道府県１０５件に対して 

７４５百万円を交付した。 

② 市（区）町村等 

     市（区）町村等が主体となって行う事業１５５件に対して４２１百万        

円を交付した。 

 

 

（２）整備拡充事業費交付金（６９３百万円） 

わが国のへき地等における地域医療の先駆的な役割を担っている自治医 

科大学の施設や研究機器等の設備の整備拡充を支援するため、整備拡充事業

費交付金を交付した。 
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令和６年度人生 100 年時代づくり・地域創生ソフト事業交付一覧   

区分 事業区分名 
都道府県分 

    （件数） 

市(区)町村等分 

     （件数） 

① 雇用・就業対策事業 1 2 

② 健康づくり推進事業 14 21 

③ 介護保険制度等充実支援事業 5 5 

④ 医療対策事業 7 32 

⑤ 福祉対策事業 16 16 

⑥ 学習・社会参加活動促進事業 45 30 

⑦ 住宅・生活環境事業 2 3 

⑧ 
市場活性化・研究開発推進のた

めの事業 
0 0 

⑨ 少子化対策事業 6 8 

⑩ 地方移住・関係人口創出事業 0 28 

⑪ その他 9 10 

合     計 105 155 

交  付  額（千円） 744,794 421,074 

 

 

【参考】 

令和５年度人生 100 年時代づくり・地域創生ソフト事業交付一覧 

区分 事業区分名 
都道府県分 

    （件数） 

市(区)町村等分 

     （件数） 

① 雇用・就業対策事業 3 5 

② 健康づくり推進事業 15 34 

③ 介護保険制度等充実支援事業 3 7 

④ 医療対策事業 9 29 

⑤ 福祉対策事業 17 16 

⑥ 学習・社会参加活動促進事業 42 40 

⑦ 住宅・生活環境事業 2 1 

⑧ 
市場活性化・研究開発推進のた

めの事業 
0 1 

⑨ 少子化対策事業 4 6 

⑩ 地方移住・関係人口創出事業 0 19 

⑪ その他 8 18 

合     計 103 176 

交  付  額（千円） 784,967 482,199 
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事業報告の附属明細書 

 

令和６年度事業報告においては、附属明細書に記載すべき「事業報告の内容を補

足する重要な事項」に該当するものはない。 

 

 


